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政務調査費の手引き作成にあたって

地方自治法第 100条第 13項及び14項に基づく政務調査費
は､制度創設以来

議員及び会派の調査研究のた糾 こ活用され､その結果､政策
条例や施策提言など議

会の預り性化に大いに役立っているD

しかし-方では､政務調査費を使用するにあたり､これまで規
程で定める使途基

準の外にはガイ ドラインもなく､同一の経費であっても収支
報告において計上する

項目が異るなど､議員間において統-性に欠ける課題もあっ
た｡また､監査委員か

らは平成 18年8月､政務調査費について支出項目毎の内容の
詳細や按分の考え方

を具体的に定めるよう譲会に対して要望がなされたところであ
る｡

そこで不県議会では平成 ユ8年 9月､議会内に7名の委員で構
成する ｢政務調査

費に琶する懇話会｣を設け､使途の透明化や使途基準の具体
化等のガイ ドラインに

ついて検討を進め､同年12月その検討結果の報告を受けたとこ
ろである｡

この報告書に基づき､本年2月定例会で ｢島根県政務調査費の交付に
関する条例｣

の一部改正を行い､本年 3月 ｢島根県政務調査費の交付に関す
る規程 ｣の一部改正

を行 うとともに今般､政務調査費の運用に係るガイ ドライン
として ｢政務箭査費の

手引き｣を作成したところであるO

議長各位及び会派には､政務調査費の使用にあたってはこの
手引きを参考とし､

-層適切に処理されるようお願いするO

平成 19年 3月

島根県議会議長
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I 政務調査費の運用に係るガイ ドライン

1 ガイ ドラインとして定めた事項

(1) 政務調査費の使途基準の考え方､留意事項 (議長交付分､会派交付分)

(2) 経費按分の考え方

(3) 使途基準の項目別具体的経費の例示 (蔑見交付分､会派交付分)

(4) 公務出張に併せて政務調査を行う纂合の費用弁償と政務調査費の分別例

2 ガイ ドライン運用の基本的な考え方

蔑員又は会派の政務調査精勤は､議員個々又は会派により内容や手鑑がそれぞれ

異なることから､政務調査費の使途等の説明貫任は重義見又は会派にあることD

従って､個々のケースに係る経費の充当の適否､経費の按分については最終的に

護良又は会派の判断に寄らざるを得ないこと｡

以上のことに留意し適切な処理を行うこと｡



3 ガイ ドライン

(1)政務調査費の使途基準の考え方､留意事項

(議員交付分)

∈ 総 論 総 論i ～･議員の政務調査活動は ､ 議 員個々によ り異 な り ､

政務調査費の使途の説明責任は議長にあるので､個々のケ-スに係る充当の適否については＼最終的には議員の判断によるロ

調査研究活動以外の活動 (選挙活動､政党落 ･調査研究活動と他の議員活動は理論的には区別できるが､実際の活動においては､-つの清華わが調査

勤等)との峻別 研究活動と他の議員活動の両面を有し､津然-体と

なっていることが多く､また､一回の活動の中で二

つの活動が行われる場合などもあり＼これらを整然

と峻別することは困難であることが多いと考えられ

るOこのため事務所費､事務費､人件費-の充当に

ついては､実演を考慮して按分する必要があるO

按分例については別に定めるとおりであるO

調査研究費 I国内外の視察等経費の ･国内外-の調査研究毒舌動経費に政務調査費を充て①視察経費

政務調査費充当 ることができる○

公務旅行時に併せて政 ･議会派遣等公務旅行に追加して政務調査のため視

務調査を行う場合の経 察調査を行う場合については､公務の部分と政務蘭

費区分 査の部分が時間的､場所的､経費的に重複すること

なく明確に区分できることが必要である○

このため､経費分別紬 こついては別に定めるとおり

であるO

∃②芸漂芸1 考え方 -政務調査費による支出は､その活動が議員の自発的活動であること~から＼実費弁償が原則であるD･襲員の政務調査活動は､.議員の自発的意志に基づき行うものであり旅行者自身が旅費の支給権者であることから､費用弁償のごとく-定の基準に基づく支給を行うのではなく､現に要した経費を充当する

いわゆる実費によることとするo

･その場合､宿泊費､交通費､その他雑費は､社会

通念上許容される範囲のものである必要があるO-なお､県の旅費条例による日当は､目的地内での



③自家用車 l自家用 童を政務調査清

勤に使 用する麓合の取

扱

政務調査費で支出できるのは､燃料費､有料道路

交通費､定喜料金等の実費のみであり､その他の維

持管理に要する費用は支出しないO

※ 一般的に自己所有の自動車は私的活動に供され

ることが主であり､政務調査活動に使用するのは､

活動の道具として整備された自動童が存在するこ

とを前提 とし､それを利用するに過ぎないO従っ

て修繕費､享検費用､保険料等の維持管理費は敢

∃ii ti 務調査活動に直接必要な麗費として考えるべきで

はないO

:政務調査簿勤に自動車を使う際の費用は､交通費

≡ として ｢調査研究費｣で整理するo

政治活動や議員の調査 ･嵩貞専管勤は多面性を有するので､政務調査ラ音勤に

研究活動公務務行､家 係る交通費(燃料費)は按分して支出せざるをえない

庭用と多岐わたる自家 ･壬安分率は個人により異なるので､個々の議員の敦
用車の燃料費 務調査活動実演 (走行距離等)に応じて､適切に按

分するo

なお､ガソリン代の積算が困難な場一合は､別に定
める1血走行当たりの単備により算出する方法も可能
とする○

燃料費の支出時期 ･燃料費を支払う時期に合わせて充当整理するO

自動童の購入費 ･個人の資産形成につながるため支出しない○

リース寮のリ-ス料 ･政務調査のためリース車を使用する場合､リース

料の支出は可能であるO

なお､リ-ス車が他の用務にも利用される場合の

リース料の支出は＼上記自家用宴の取り扱いと同様

に按分するO

･ リース料を支出する場合は､リース車が主に調査

研究活動.に利用されることから､｢調査研究費｣に計

上するD

リース料の支出時期 ･ リース契約で定める支払い時期で整理するD

伝)雇用契約のない配偶者等が調査研 ･配偶者等の調査研究精勤の績幼者としての活動実

究活動を補助するため旅行 した場 態によると考えられるが､.例えば､通訳等専門技術

合の経費等∈ 的な補佐をする場合､議員に身体的な障害があり､

活動を補佐する場合など真に必要と認められる場合 ∃

は､交通費､宿泊費の支出は可能であるo



県連の会費､藩会内の

豪農連盟会費､団体等

の総会会費､ライオン

クラブ等の会費

･会費の支出対象である団体の活動内容や実態が政

務調査う音数に適うものであるかがまず基本となるO

例えば経営者としての資格等､個人的資格要件で

刀口入 している団体 (ロ-タリークラブ､ライオンズ

クラブ､趣味の会等)-の会費については支出しな

いD

i 真言等 諾 t̂等tiこ霊宝妄 ■の霊票芸悪賢志f<i芸等慧笠芸喜慧妄夏雲霊芝警票が主催する意見交換会 ある場合は可能であるo i等に出席する場合の参

∈ 加費(参加費には会費 .会食費を含む)の支出 i

i⑤転 地 i名刺作成 .政務調査のため必要とする名刺作成に支出するこ

】i とは可能であるo

なお､調査研究 (先)での使用となるので､｢調査
研究費｣の項目で整理するD

調査研究費と 区分の考え方 .調査研究費は､議員自ら主体的に調査清勤を行う

研修費の区分 のに必要とする経費○

･研修費は団体等他者が行う研修会に参加して幅広 E

i～ 手 芸芝慧芸苦等芸孟墓‥鰍 政務竿査活動を行う ii調査研究と研修が一連 .鷲鼻個人にとって､どちらが主体であるかによりわ政務調査用第である 計上する項目 を選択するロ ≡
場合の計上

会議費 i･食糧費については公職選挙陰の制限に誌触しない食糧費の支出 こと､及び社会通念上妥当なものであると認められることを前提としたうえで､政務調査清動 としての-体性が必要であるO

f 食糧費

･公職三雲拳法に抵触せず､政務調査費の執行が可能

なもの

uL (∋ 議員が主催する会誌､研修会及びそれらに連
続した懇談会での選挙区外の者-の食事 .飲食

NI ] 壬是供

② 他者が主催する会養､研修会及びそれらに連

続した蓉散会での食事 .飲食の嵩員の自己負担

分

※①②とも､社会通念上許容される範囲内のもの

とすること



≧ 広報費 ‖硝 安の支出の範諜 ･議員が行う広帝には､その内容に照らして大別す

≧ ii 責 れば① 住民の意見を聴取することを目的とするもの② 嵩会務動の成果などを報告するものの2つの種類が考えられるが､調査研究活動という

観点から虹 住民の意見を篭会活動に反映させるこ tとを目的としたものであるか､菅かを基本として判断するD

⊆ 後援会報宰相 発行の ･後援会が発行することとなるので支出できないD ∃

内､1匠は政務調査活

勤の成果を特集した後

援会報とした場合＼そ≡

の分についての政務訴

査費の支出

議員の広報誌､議員個i･言義貞個人が発行し､又は､報告会を主催し､住民

人が主催する報告会の の意見等を嵩会精勤に反映させる目的であれば支出

*% できる○

･政治活動､政党活動と紛らわしく､県民には理解

されにくいD

･政務調査活動のみの内容とするD

2 事務禦 ぎ ･政斉調査活動を実際そこで行っているかという実体的判断が必要であるO①総論 草務所費を支出できる壕合の事務所要件

また､外形的要件としては､次のようなことが考え ∈

られるD

.○事務所の形態

一 (∋ 外形上の形態_を有していること (○○蕎鼻
≡ 事務所の看板設置等)

② 事務所としての機能 (事務スペース､応援ス

ペース､事務用備品等)を有していること

(卦連絡要員等を配置していること

○契約形態 (自宅以外)

lI■- J 賃貸の場合 は議員個人 が 契約主体となるこ と が 基
本であるO

②購入 調査研究活動に用いる ･政務調査費を充当することが適当な経費は政務詞

ため､事務所として使FE E 査活動を行うために直接必要とする経費で､調査研

究亨苦動の対価として支払うものであり､個人の資産



後援会事務所など

査研究清動以外にも使

用されている藤倉の賃

借料､光熱水費､電讃

代､FAⅩ代

･議員活動は多面性を有するので､按分して支出せ

ざるを得ない｡

按分垂は個人により異なるので､個々の嵩農が数

ヶ月の活動実窟等に応じて適切に按分し支出するこ

とが必要であるD

雀卓会事務所と共用の場合は､可能な限り事務所

の賃貸契約､電話､ガス､水道等の契約を分離する

ことが望ましいが､手続き的に因襲な場合は､現に

調査研究活動に充てられている実態に応じて按分す

るO

その濠合､全体額が明らかになる書類を供えるな

査 援 滋費

侶 薫 ……ぎ警 葦 書

④自己所有 .自己所有 (家族名義を .政務調査費を充当することが適当な経費は＼調査

含む)物件､自宅を事 研究活動を行うために直接必要とする経費と考える

賃借料､光熱水費､電 場合の賃借料相当額を自己 (家族)-の支出は行わ

話代､FAX代 ないこととするD

･ 自己所有 (家族名義を含むD)物件､自宅を政務

調査のための 議長事務所としている場合､その事

務所に係る光熱水費､電話､FAX代は支出できるo
この場合､光熱水費及び電話代等通信費について

は家瑛 .家庭用と分離する必要がある○

しかし､光熱水費で電気料金など分離が困難な湯

合は按分することになるが､政務調査用として使用

の実態に合わせ適切に按分し､全体額が明らかにな

る書類を供えるなどにより､住民から政務調査費が .

個人の経費に充当されているといった誤解を汚かな

いよう留意する必要があるO

なお､電話代､FAX通信料は ｢事務費｣の項目

で支出することとするD

⑤その他 県庁所在地から距離の .現に調査活動の拠点として継続的に使用しているある選挙区の議員が宿 ことが明らかであれば充当することは可藍H ≡≡…/:芸警皇去三芸芸



事務費(∋事務費i弓 ぎ 備品等 鹿 野

円 電話､携帯電話､FAX､リースパソコン等で調査研究活動以外にも使用している場一合 】･按分して支出することとなるo按分率は個人により異なるので＼個々の議員が数ヶ月の清動実務等に応じて適切に按分し支出することが必要であるD

人件費 もっぱら調査研究に従事する職員の人件費 ･常時又は騒時に雇用する職員で､専ら調査研究活動の稀助業務に従事した者に係る人件費は､その全額を政務調査費から支出できるD 】∴

②按分 後援会の業務など調査 ･調査研究活動の稀助業務以外の活動にも従事して

研究活動以外の業務も いる職員の人件費については､按分して支出する必

行っている職員の人件 要があるo

費 按分率は傭人により異なるので､それぞれの活動

実雇に応 じて適切に按分し､支出することが必要で .あるD ∃

⑤親族 調査研究活動の補助職員の家族雇用経費 ･出雲警芸票誓 言認 - きゃすいので､支 i



(2)経費の按分の考え方
(議員交付分)

総括的事項

写 ここ ノコ

議員の活動は嵩会活動､政党活動､選挙活動と多彩であり､-つの清勤

が政務調査活動と他の黄点盲管勤の両面を有し､淳然一体となっていること

が多く､そのため特に事第所費､人件費等の全額を政務調査費によって支

払うことは不適当であり､各活動の実演に応じて鞍分して支払う必要があるe

その按分比率の決め方についてであるが､政務調査活動は､議員個々に

よって異なっているため､按分比率を-律に示すことは因襲であるO

最終的な説明責任は議員にあるため､個々の議員の判断によらざるを得

ないが､それぞれの業務の従事割合に応じて合理的に説明可能な範囲で､

個々の議員において按分茎の積算根拠を明確にしておく必要がある｡

その際の参考として､費目毎の按分方汝の例を示すと以下のとおりとなる｡

なお､-つの方法として､毎年度当初に議員と後蒙会等との間で政務調

査精勤と後援会活動等との割合を取り決め､覚え書き等の形で明記しておき､

それに基づいて支出するということも考えられる｡

① 議員名義で政務調査単独の事務所の場合

賃借料､光熱水費等の全額を支出できる

② 篤農名義で政務調査以外の層務にも利用する場合

賃借料､光熱水費等は､使用領域 (面積)､ 使用内容､政務調査従

事時間数 (概数)等 政務調査活動の実態に合わせて適切に按分するO

③ 他 (後援会等)の事務所と兼ねている場合 (後援会等名義)

先ず､他 (後宴会等)の事務所と兼ねている場合は､当咳事務所が

議員の事務所として使用されているという実態が必要であるG

その上で 議員事務所と判断できれば､

･賃借料は契約名義にかかわらず､使用領域 (面積)､ 使用内容等

政務調査活動の実態に合わせて適切に按分するO

･光熱水費は､基本料金を含め使用頻度､使用額域 (面積)等政務

調査ヨ管勤の実態に合わせて適切に按分するQ

自宅を事務所としている場合

･ 自宅 (豪族名義を含む)を事務所としている場合の賃借料相当額

は支払わないこととするD

･光熱水費は家庭 ･家族用と分離する必要があるが､因襲な場合は､ L

政務調査用としての使用の実態に合わせて適切に按分するO

政務調査に係る通話時間 (概数)､使用頻度で按分するO

｢一m" 一｢ m～M～ ～】N～ M～ …山



① 政務調査活動専従鶴見

議員個人が専ら調査研究のために雇用した職長にかかる人件費は全

額充当できる｡

② 事務所職員を政務調査活動に従事させている場一合

調査研究に従事する平均時間､日数等で按分するD

なお､日誌等での勤務時間の実態により､それに見合う人件費を支

出すべきと考えるが､季節､政務調査活動に従事する内容によってバ

ラツキがあるので､政務調査活動の実態により適切に簸分する｡

調査研究費 ① リース車を調査研究活動以外にも利用する場合のリース料

政務調査活動の実寮 (走行摩雛等)に応じて適切に按分するO

② 交通費 (自家用車又はリース車の燃料費)

政務調査専用の車両にかかる燃料費は､全ての額を充当できるが､

他の用途にも利用する場合の燃料費は按分して支出せざるを得ないO

この落合､議員の政務調査精勤の実寮 (走行距離)に応じて適切に

按分する｡

なお､ガソリン代の積算が困難である場合は､例外的に次の方法で

算出充当することも可能とするo

この濠合､1km当たり20円とし､ 置巨離は議員の政務調査活動実贋距

離､証拠書類は議員の作成する支払証明書



(3)使途基準の項目別具体的経費等の例示
(主義員交付分)

円 容

議長が行 う島枝県の事務及び地方行財政に関する
並びに調査委託に要する経費
具体的調査活動 (例示)
① 学識経験者､シンクタンク等-の調査要託
② 県内 ･外調査及び視察､海外調査及び視察
③ 讃会 ･胃等-の要望活動
① 調査のため登庁 (別途費用弁償されるものを
除く)

調査委託費､交通費､福相費
章の燃料費 タクシー代､喜リース料
有料道路利用料､駐車場利用料
名刺作成費
会=纂借上経費､意見交換会参加費 ･負
換金
食糧費､茶菓代

I【≡ ⑤ 市町村､県民からの陳情 .要望に関する現地調査⑤ 県政に醍する執行部との意見交換⑦ 県政関係蔑見連盟調査者勧経費① 国､廉､市町村､団体が主催する行事-の参加 ⊇

研修費 団体等が開催する研修会､講演会等-議員及び議
負の雇用する秘書等の参加に要する経費 会費 .参加負担金､資料代

芸篤農 纂 賢 (例示) 書芸慧蕗霊芳貢三晶墓孟宗賃料 !② 講演会参加 享リース料 (研修のため単発リース)※ 寮リ-ス (年間リ-ス)及び革の燃料

費は r松 研究費｣の郡 で-括整理 ∃する 書

t会議費 一見警裏芸等謂 慧慧署還窒霊芝窒筈警嘉量要望､意 交通費､宿絹 ､会場借上経費 ー具体的調査】菅動 (例示) 磯材借上経費① 地域県政要望会開催 資料作成 (鷹入)費､資料印刷経費② 県政報告会 .県政座談会開催 資料コピー経費
食糧費､茶菓代

資料作成費 議員が議会審議に必要な資料を作成するために要 `
する経費 資料印刷経費､資料コピ-経費
具体的調査者勤 (例示) 写真家像等経費
(D政務調査資料作成

資料購入費 議員が行 う調査研究のために必要な図書､資料等
の購入に必要な経費 書籍購入費､定期刊行物購入経費

新聞購読料
情報収集インターネット接続経費
ビデオテープ .CD-RO姐等購入費

広報費 議員が行 う議会活動及び島根県政に関する敢策等 広報誌 .報告書等の印刷製本費の広報活動に要する経費

具体的調査毒舌勧 (例示) 郵送料ホームペ-ジ開設及び維持費 ｣

① 政務調査広報誌作成
(診 議会報告､県政だより作成

事務所費 議員が行 う調査研究活動のために必要な事務所の設置､管理に要する経費 r事務所土地建物賃借料光熱水費

事務費 議員が行 う調査研究に係る事務遂行に要する経費
電話 .FAX使用料､OA磯器 リ-ス料
調査用パソコン等備品購入費
事務用消詫晶購入費
一般撃ち送料



(4)公務出張に併せて政務調査を行う場合の費用弁償と政務調重責の分別

(議員交付分)

1 政務調査において

(1) 公務目的地と政務調査目的地が同~である雛 で､旅行の雛 及び手段が公務費舶 償算定経 i路､手段と同-である纂倉 又は

(2) 公務目的地と政務調査目的地が異なる場食 であっても､公務目的地との往復経路及び手段が公

務費用弁償算定経路及び手段と同-である場合は

公務費用弁償- 出発地と公務目的地問の往復交通費+公務に係る宿泊費､日当

政務調査費 - 政務調査に係る宿泊費､その他必要な経費

として整理するo

(注)

① 航空栓利用による公務出張の費用弁償支給手続きには､航空櫨利鳳二係る領収書の添付が必要となる

ので､領収書を事務局へ提出願いたいこと

② 議員の公務出張には､事務局で議長の ｢旅行諸｣を調整しているがt併せて政務調査が行われる場合

はT施行簿｣にその旨記載し費用弁償の手続きを行う必要があるので.その旨事務局へ申し出て頂くこ
とb (委員会調査の場合は諸事調査課委員会担当書記へ､その他の場合は絵務課担当書記へ)

③ 以下r=説明する2及び3の場合もー上記と同様であるので､その旨事務局へ申し出て頂くことD

往路① →

一 復路②

公務 目的地

政務調査目的地

費用弁償 (》②の復運賃十公務に必要な経費 (公務目的地宿泊料 ･日当で定額)

政務調査費 政務調査のための笹泊料､前泊料 (実費)､その他政務調査経費 (実費)

(具体例)

◎ 公務で東京出張1泊2日の場合 (通常の経務は往復航空牧利用である)､政務調査の

ため東京でさらに1泊 (又は1日早く上京)のため2泊3E3の旅行 となるケース

費用弁償 往復航空賃 (領収書等提出)+1油布油料 (定額)十2日間の日当 (定額)
政務調査費 1泊 (産油又は前泊)の宿油料 (実費)+その他政務調査経費 (実費)



(例 2) 公務目的地と政務調査糾 う地が異なる場合でも､公務目的地間の旅行経路及び手段
が同じ湯一合 くその1)

一 復路②
- 往路㊤一一ヰ

ー 復路⑧-

費用弁償 ①②の往復運賃+公務に必要な経費 (公務目的地宿泊料 ･日当で定額)
政務調査費 ABの往復運賃 (実費)十政務調査地献 白熊(実費)十その他政務調査経費 (実費)

(具体例)
◎ 公務で東京出張1泊2日の場合 (通常の経路は往復航空磯利用である)､政務調査
のため､公務終了後仙台-赴きざらに2泊 (又は公務前に2日早く出発､東京経由仙台
着)する結果､3油4日の旅行となるケース

費用弁償 東京往復航空賃(額収書等提出)+東京 1油布拍料(定額)+2日間の日当(定額)
政務調査費 東を｣山台閣の往復交通費(実費)十仙台2油宿泊料(実費)+その他政務調査経

費 (実費)

(例3) 公務目的地と政務調査目的地が異なる場合でも､公務目的地間の旅行経路及び手段
が同じ場合 (その2)

｢目/a霊三豊警芸望警芸孟宗壷警票誓笠警要芸慧霊芝写是竿諾慧霊芸要語 孟宗表書芳
Lう暴食 (費用弁償算定経掛 こより＼旅行経蕗を辿る場合)

一- 復路①

政務調査目的
也 (経由)

-往路②一一ヰ
一復路③-

費用弁償 ①②③④の往復運賃+公務に必要な経費 (公務目的地宿泊料 ･E3当で定掛
政務調査費 政務調査地宿泊料 (実費)+その他政務読萱経責 (実費)

(具捧例)

◎ 公務で青森出張2泊3日の場合 (通常の経路は東京経由青森､往復全て航空機利用
である)､ 青森-赴く途中､東京で政務調査のため前日出発､東京で1油後青森-､

又は公務終了後青森からの帰路の途中､東京で政務調査1油し 翌日帰省する結果､3

柏4E3の旅行となるケ-ス

費用弁償 東京までの往復航空賃 (領収書等提出)十東京 ･青森往復航空賃 傾 収書等提
出)十青森2油宿泊料 (定額)+3日間の日当 (定額)

政務調査費 東京前泊 (又は後油)1相宿油料 (実費)十その他政務調査経費 (実費)



2政務調査において

公務目的地と政務調査目的地が異なり､公務旅行に係る費用弁償経絡によらない経路又は手段による麓合

は次によることとする｡

(1)公務終了後､政務調査活動を行う場合
公務目的地での公務終了までの渡費については費用弁償の算定を行い､政務調査活動のため公務終了

後の経費については政務調査費を使用するO

(2)公務終了前に政務蘭査活動を行う場-合
公務目的地で公熟 こ従事するまでの政務調査活動の護費については政務調査費を使用し､公務従事以
降の経費については費用弁償の対象となるO

(例4) 公務終了後､別の地域で政務調査を行い､公務のみの場合の費用弁償対象経路以外の経
路又は手段で帰省する場合

t-1 往路(訂 ヰ
(一 ------------)

† (公務のみでは)

[垂 亘亘 ]

④路往

---
-

↓

政務調査目的地

費用弁償 往路①の運賃十公務に必要な経費 (公務目的地宿泊料+日当で定鍍)
政務調査費 往路Å復路Bの運賃 (実費)十政務調査地宿泊料 (実費)+その他政務調査経費

(実費)
(具体例)

◎ 公務で東京出張1泊2日の纂合 (通常の経路は往復航空後利用である)､政務調査のた
め､公務終了後大阪-赴きさらに1泊する結果､2相3日の旅行となるケース

費用弁償 東京往路航空賃(領収書等提出)+東京 1泊宿泊料(定額)+2日間の日当(定額)
政務調査費 東京一大阪間の交通費 (実費)+大阪-居住地復路交通費 (実費)十大阪宿泊

料 (実費)+その他政務調査経費 (実費)

(例 5) 公務前に別の地域で政務調査を行うため､公務のみの場合の費用弁償対象経路又は手段

によらない経路で政務調査地に赴き､その後公務用務地-赴き､終了後帰省する場合

前記 (例 4)の逆

国旧郡 中- 復路(D

(公務のみでは)

往路㊤

qad冠薗蛋即

I



費用弁償 復路①の運賃+公器に必要な経費 (公務百的地宿泊料十日当で定蜜)

政務調萱費 往路ABの運賃(実費)+政務調査地宿泊料(実費)+その地政蔑調査経費 (実費)

(具体例)

◎ 公務で東京出張1拍2日の場合 (通常の経路は往復航空後利用である)､政務調萱の
T=め､公務前に大阪-赴き1泊､翌日東京-赴く結果､2子白3日の旅行となるケース

費用弁償 東京復路航空賃(領収書等提出)+東京ユ拍宿泊料(定額)+2日間の日当(定額)
政務調査費 居住地-大阪間の交通費 (実費)+大阪-東京交通費 (実費)十大阪宿泊料

(実費)十その他政務調査経費 (実費)

3費用弁償対象経路が航空磯利用の豪合であって

公務目的地と政務調査目的地が同一であっても､旅行経路又は手段が費用弁償算定と異なる場合は､その

異なる経路及び手段に係る運賃は費用弁償の対象とならないので政務調査費を使用するO

(例 6)

(具体例)

◎ 公務で東京出蛋1泊2日 (通常の経掛 ま往復航空後利用である)のと土ろ､政務調査の
ため東京でさらに1油 (又は1日早く上京)のため2泊3日となる旅行で､復路 (又は往
路)は航空機利用しないで､新幹線及び在来線を利用するケース

費用弁償 往路(又は復路)の航空運賃(領収書等提出)十1泊宿泊料(定鍍)+2日間の日当
(定額)

政務調査費 復路 (又は往路)のJR運賃 (実費)+1泊 (延泊又は前泊)の宿泊料 (実費)
+その他政務調査経費 (実費)

(東京の場合､ JR利用は通常の樵行手段とは異なる手段であるため費用弁償は
できない)



(1)政務調査費の使途基準の考え方､留意事項

(会派交付分)

考 ズー ノつ ～

総 論 議員が会派の政務調査 ･議員が会派の政務調査活動を行う堤合は､あくま

費を使用する纂合の考 で会派の活動を行っているとい う区分けが必要であ

冗_ノブ る○

事務委託 会派から藩員-政務雷冠 L会派の行う政務訴査精勤を議員-依頼 (委託)チ

査を依頼する場合 る藤倉は､外部研究棟関-の委託のように契約とい

う形をとるのではなく､会派の会議で調査研究括勤

を具体的に決定した上で､蔑見が会派の調査研究清

勤を分担して行うという考えであるD

なお､その際には形式的一であつても議長の分担す

る調査研究活動を個々に明示するほか､会派に対し

-定の報告を行うものとするO

交通費 会派の行う調査毒舌勤を ･会派が行う調査研究i菅勤､研修会及び会議-出席

議員-依頼 (委託)し した議員に対して費用弁償 (実費)を支給すること

た場合の交通費の扱い は出来るD

と額収書の徴収会派の行う政務調査活動においては参加した議員-日当の支出 ただし＼交通費及び諸雑費の範囲を超え､出席の

労に対する対価的なものを含むことは出来ないロ

また､領収書の徴取が必要である○

燃料費 会派の議員が行う調査 一会派が行う調査研究活動に議員の自動貴､又はタ

研究活動に要するガソ クシーを使う際の費用は交通費として整理するD

リン代等 なお､自動婁利用の場合､政務調査情動に使った

ガソリン代を厳密に算出することは難しいことから

別に定める1革皿当たりの単価により算出することも
可能とするDその場合の距離は裏屋巨願とするO

会議費 ･会師における懇親会 ･会議等における食糧費に政務調査費を充当する湯

(食糧費) 等に要する飲食代 合にあつては､公職選拳法の制限に抵触しないこと

及び社会通念状妥当な範囲のものであることを前提

･会食を伴う会議の会 とした上で＼食糧費の支出自体が調査研究活動とし

食の費用 ての会議等と-体性がある場合に限って支出できる

なお､会派や議員間での懇談 J懇親を目的とした



(2)経費の按分の考え方

(会派交付分)

総括的事項 議員の活動は意会活動､政党活動､選挙活動と多彩であり､--つの活動が政務調査清勤と他の議員活動の両面を有し､漂然-体となっていることが多く､その■ため特に事務所費､人件費等の全額を政務調査費によって支払 うことは不適当であり､各活動の実演に応じて按分して支払う必要があるoE その∃安分比率の決め方についてであるが､政務調査活動は､議員個々に

その際の参考として工費日毎の按分方痕の例を示すと以下のとおりとなるo

なお､一つの方法として＼毎年度当初に議員と後援会等との間で政務詞

査清動と後援会号音数等との割合を取り決め､覚え書き等の形で明記しておき､

それに基づいて支出するということも考えられるO

事務所費 ① 議員名義で政務調査単独の事務所の場合

(賃借料､光熱 賃借料､光熱水費等の全額を支出できる

水費等)

② 議長名義で政務調査以外の用務にも利用する場合

賃借料､光熱水費等は､使用領域 (面積)､ 使用内容､政務調査従

･事時間数 (概数)一等 政務調査活動の実態に合わせて適切に按分するo

③ 他 (後援会等)の事務所と兼ねている場合 (後援会等名義)

先ず､他 (後援会等)の事務所と兼ねている場合披､当該事務所が

革員の事務所として使用されていると一いう実態が必要であるO
その上で 議員事務所と判断できれば＼

･賃借料は契約名義にかかわらず､使用領域 (面積)､ 使用内容等

政務調査活動の実態に合わせて適切に按分するO

･光熱水費は､基本料金を含め使用頻度､使用額域 (面積)等政務

調査活動の実態に合わせて適切に按分するD

④ 自宅を事務所としている場合

･ 自宅 (家族名義を含む)を事務所としている場合の賃借料相当額

は支払わないこととするO

･光熱水費は家庭 .家族用と分離する必要があるが､困葬な場合は､

政務調査用としての使用の実態に合わせて適切に按分するO

事務費(通信費) 政務調査に係る通話時間 (概数)､使用頻度で按分するD



① 政務調査活動専従織鼻

議員個人が専ら調査研究のために雇用した職員にかかる人件費は全

額充当できるO

② 事務所職員を政務調査精勤に従事させている場合

調査研究に従事する平均時間､日数等で按分するD

なお､日詰等での勤務時間の実態により､それに見合う人件費を支

出すべきと考えるが､季節､政務調査活動に従事する内容によってバ

ラツキがあるので､政務調査活動の美態により這切に按分するD

調査研究費 ① リース車を調査研究活動以外にも利用する落合のリ-ス料

政務調査活動の実簿 (走行距離等)に応じて適切に按分する｡

② 交通費 (自家用車又はリース室の燃料費)

政務調査専用の車両にかかる燃料費は､全ての額を充当できるが､

他の用途にも利用する場合の燃料費は按分して支出せざるを得ないD

この場合､蕎員の政務調査活動の実演 (走行距離)に応じて適切に

按分する｡

なお､ガソリン代の積算が因襲である場合は､例外的に次の方絵で

算出充当することも可能とするO

この落合､1kDl当たり20円とし､ 距離は議員の政務調査汚~動実擾距

離､証拠書類は議員の作成する支払証明書



(3)使途基点量の項目別具棒的経費等の例示

(会派交付分)

. 項 目 l 内 容 f 左の活動に要する具体的経費(例示)

書 芸 芸慧慧 差益設 窟 諾 纂
-⑤ 霞等-の要望活動 ≡ 会場借上経費

① 県政に関する執行部との意見交換 食蓮費:茶異代

⑤ その他 会派での県政関係調査号音動経費

研修費 r 会派が行う研修会＼簿演会の実施に必要な経費並び

に団体等が開催する研修会､講演会等-の所属議員

及び会派の雇用する職員の参加に要する経費 全篇借上経費､磯材借上経費

会議費 会派における各種会議に要する経費

具体的調査活動(例示) 会蕩借上経費､磯材借上経費

① 会派が行う県政に関する施策等の検討会護､政 資料作成費､資料印刷経費

務調査会等開催費 岩 資料コピー経費蓋 重器蓋重富慧欝 案の事前レクチャ- 真 軍 費､茶菓代

資料臥 費 f購買賢霊宝欝 究のために必要な回書､資料等の 廃 芸二CEDmIAIZ嘉 ｢

広報費 会派が行う嵩会活動及び島根県政に関する政策等

② 会派の議会報告＼県政だより作成

看 ③ ホ-ム-- ､た広- 動 f事務費量 ∃ 巨 般郵送料



(4)公務出張に併せて政務調査を行う場合の夏用弁償と政務調査費の分別

(会派交付分)

1 政務調査において

(i) 公務目的地と政務調査日的地が同-である場合で､旅行の経路及び手段が公募費用弁償算定経
路､手段と同一である貸せ 又は

(2) 公務目的地と政務調査日的地が異なる暴食であっても､公務目的地との往復経麗及び手段が公
務費用弁償算定経路及び手段と同-である場合は

公務費用弁償- 出発地と公務目的地間の往復交通費十公務に係る宿泊費､日当

政務調査費 - 政務調査に係る宿泊費､その他必要な経費

として整理する｡

(注)
① 航空機利用による公務出張の受用弁償支給手続きには､航空櫨利用に係る領収書の添付が必要となる

ので､領収書を事務局へ提出願いたいこと

② 議員の公務出張には～事務局で議員の ｢旅行簿｣を調整しているが_併せて政務調査が行われる場合

は ｢旅行蒼｣にその旨記載し費用弁償の手続きを行う必要があるので､その旨事兼局へ申し出て頂くこ
と｡ (委員会調査の場合は議事調査課委員会担当書記へ､その他の場合は監護課担当書記へ)

③ 以下に説明する2及び3の場合も､上記と同様であるので､その旨事務局へ申し出て頂くことb

往路① - ⇒

ー 復路②

公務目的地

政務調査目的地

費用弁償 (D②の復運賃+公務に必要な経費 (公務目的地宿泊料 ･日当で定患)
政務調査費 政務調査のための後泊料､前泊料 (実費)､その他政務調査軽費 (実費)

(具体例)

◎ 公務で東京出張1泊2日の堤合 (通常の経路は往復航空機利用である)､政務調査の
ため東京でさらに1泊 (又は1日早く上京)のため2油3日の旅行となるケース

費用弁償 往復航空賃 (額収署等提出)+1油宿泊料 (定額)+2日間の日当 (定額)
政務調査費 1泊 (延泊又は前油)の宿泊料 (芙費)十その他政務調査経費 (実費)



(例 2) 公務 目的地と改葬調査日的地が異なる場一合でも､公務目的地間の旅行経路及び手袋
が同じ場合 (その1)

- 往路(∋- ･十
一 復路② 一復路直卜-

費用弁償 ①②の往復運賃十公務に必要な経費 (公務目的地宿泊料 t日当で定哲)
政務調査費 ABの往復運賃 (実費)+政務調査地宿泊料(実費)+その他政諌調査軽費 (実費)

(具体例)

◎ 公務で東京出張1沌2E3の場合 (通常の経藤は往復航空後利用である)､政務調査
のため､公務終了後仙台へ赴きさらに2泊 (又は公務前に2日早く出発､東京経由仙台
著)する結果､3泊4日の旅行となるケース

費用弁償 東京往復航空賃(領収書等提出)+東京 1泊宿泊料(定額)+2日間のE3当(定額)
政務調査費 東京一仙台間の往復交通費(実費)+仙台2泊宿泊料(実費)+その他政務調査経

費 (実費)

(例3) 公務目的地と政務調査目的地が異なる場合 でも､公務目的地問の旅行経絡及び手段
が同じ場合 (その2)

一- 復路④
-往路②→
一復路(卦-

費用弁償 ①②③④の往復運賃+公務に必要な軽費 (公務目的地宿泊料 ･日当で定額)
政務調査費 政務調査地宿泊料 (実費)+その他政務調査経費 (実費)

(具体例)

◎ 公務で青森出張2泊3日の場合 (通常の経路は東京経由青森､往復全て航空後利用
である)､ 青森へ赴く途甲､東京で教務調査のため前 日出発､東京で 1拍後青義-､

又は公務終了後青森からの帰路の途中､東京で政務調査 1治し 翌日帰省する鰭果､3

泊4日の旅行となるケース

費用弁償 東京までの往復航空賃 (額収書等浸出)十東京 ･青森往復航空賃 (領収書等提
出)+青森 2油宿泊料 (定額)十3巨】問のE3当 (定額)

政務調査費 東京前泊 (又は後泊) 1泊宿泊料 (実費)+その他政務調査経費 (実費)

喜



2政務調査において

公務 目的地と政務調査日的地が異なり､公務旅行に係る費用弁償経路によらない経路又は手農による馨合

は次によることとする｡

(1)公務終了後､政務調査活動を行う場一合

公務 目的地での公務終了までの経費については費用弁償の算定を行い､政務誘査活動のため公務終了

後の経費については政務調査費を使用する｡

(2)公務終了前に政務調査活動を行う場合
公務 目的地で公務に従事するまでの政務罰査活動の渡費については政務調査費を使用し､公務従事以

降の経費については費周弁償の対象となるO

(例4) 公務終了後､別の地域で政務調査を行い､公務のみの場合の費用弁償対象経路以外の経

路又は手段で帰省する場一合

[車 重 7=
往路① ヰ

† (公務のみでは)

E璽 璽 頭

費用弁償 往路①の運賃+公募に必要な経費 (公務員的地宿泊料十日当で定餐)
政務調査費 往路A復路Bの運賃 (実費)+政務調査地宿泊料 (実費)+その他政務調査経費

(実費)
(具体例)

◎ 公務で東京出環1指2日の場合 (通常の経路は往復航空機利用である)､政務調査のた
め､公務終了後大阪-赴きさらに1油する結果､2泊3日の旅行となるケ-ス

費用弁償 東京往路航空質(領収書等浸出)十東京 1泊宿泊料(定額)+2日間の日当(定額)
政務調査費 東京一大阪間の交通費 (実費)+大阪-居住地復路交通費 (実費)+大阪宿泊

料 (実費)+その他政務調査経費 (実費)

(例 5) 公務前に別の地域で政務調査を行 うため､公務のみの場合の費用弁償対象経路又は手漠
によらない経路で政務調査地に赴き､その後公務用薯地-赴き､終了後帰省する場合

前記 (例4)の逆

宿題郡 4-- 復路① -
＼ ･-1

(公務のみでは)

公Q表董部四

書



費用弁償 復路①の運賃十公務に必要/?経費 (公務目的地宿泊料+E3当で定藍)
政務調査費 往路ABの運賃(実費)十政務調査地宿泊崇(実費)十その他政務調査経費 (実責)

(具体例)

◎ 公務で東京出輩1拍2巨∃の壕一合 (通常の経路は往復航空後利用である)､政章節空の
7=め､公務前に大阪-赴き1泊､翌日東京-赴く結果､2油3日の旅行となるケ-ス

費用弁償 菜京復纂航空賃(領収書等浸出)+東京 1泊宿泊料(定額)十2巨】間の日当(定額)
政務訴査費 居住地-大阪間の交通費 (実費)+大阪-東京交通費 (実菱)十大阪宿泊料

(実費)十その他政務調査経費 (実費)

3.費用弁償対象経路が航空後利用の馨合であって

公務目的地と教務調査目的地が同-であっても､旅行経路又は手段が費用弁償算定と異なる場合は､その

異なる経路及び手段に係る運賃は費用弁償の対象とならないので政務調査費を使用する○

(例6)

(具体例)

' ◎ {公務で東京出張1泊2日 (通常の経路は往復航空後利用である)のところ､政務調査の
ため東京でさらにユ泊 (又は1日早く上京)のため2泊3日となる旅行で､復路 (又はL往
鋒)は航空橡利用しないで､新幹線及び在来顔を利用するケース

費用弁償 往路(又は復路)の航空運賃(領収書等提出)+1泊宿泊料(定額)十2日間の日当
(定鍍)

政務調査費 復路 (又は往路)のJR運賃 (実費)十 1泊 (延泊又は前泊)の宿泊料 (実費)
十その他政務調査経費 (実費)

(真言の場合､JR利用は通常の携行手段とは異なる手段であるため費用弁償は



Ⅱ 関係法令

地 方 自 治 法

(関係部分抜粋)

(調査権 .刊行物の送付 L園書室の設置等)

第 100条

i3 普通地方公共団体は､条例の定めるところにより､その議会の議員の調査研究に資

するため必要な経費の一部として､その議会における会派又は議員に対し､政務調査費

を交付することができるDこの場合において､当該教養部査費の交付の対象､額及び交

付の方法は､条例で定めなければならないD

14 前項の政務調査費の交付を受けた会派文枝議員は､条例の定めるところにより､当

該政務調査費に係る収入及び支出の報告書を議長に提出するものとする｡



島根県政務調査費の交付に関する条例

平成 13年3月23日

島根県条例第 31号

改正 平成14年10月25巨∃条例第53号

平成19年 2月23日条例第 2号

島根県政務調査費の交付に関する条例をここに公布するD

島根県政務調査費の交付に岸する条例

(趣旨)

第1条 この条例は､地方自治法 (昭和 22年駐韓第67号)第100条第 13:賓及び第

14項の規定に基づき､島根県議会護鼻の調査研究に資するため必要な経費の-部とし

て､蔑会における会派及び議長に対し､政務調査費を交付することに関し必要な事項を

定めるものとする｡

(平ユ4条例53･-部改正)

(政務調査費の交付対象)

第2条 政務調査費は､島根県議会の会派 (所属議員が1人の場合を含むO)及び議異の
職にある者に対し交付する｡

(会派に係る政務調査費)

第3条 会派に係る政務調査費は､月額3万円に当該会派の所属議員の数を乗じて得た額

を会派に対して交付するO

2 前項の所属議員の数は､月の初日における各会派の所属議員数による｡

3 月の途中において､義貞の任期満了､辞職､失職､死亡若しくは除名､義貞の所属会

派からの脱会もしくは除名又は議会の解散があった場合におけるこれらの事由が生じた日

の属する月の政務調査費の交付については､これらの事由が生じなかったものとみなす｡

1つの会派が他の会派と合併し､又は会派が解散した場合も同様とする｡

4 各会派の所属議員数の計算については､同一議員について重複して行うことができな

い｡

(議員に係る政務調査費)

第4条 議員に係る政務調査費は､月額27万円を月の初日に在職する議員に対し交付す

る｡

2 月の途中において議員の任期満了､辞職､失職､死亡若しくは除名又は議会の解散が

あった場合におけるこれらの事由が生じた日の属する月の政務爾査費の交付については､

これらの事由が生じなかったものとみなす｡

(会派の届出)

第5条 議員が会派を結成し､会派に係る政務調査費の交付を受けようとするときは､代

表者及び政務調査費経理責任者を定め､その代表者は別に定める様式により会派結成届

を議長に提出しなければならないO会派結成届の内容に異動が生じたときは､別に定める
様式により会派異動届を提出しなければならない,

2 会派を解散したときは､その代表者は別に定める様式により会派解散届を嵩長に提出
しなければならないD



(会派等の通知)

第6条 議長は､前条の規定により会派結成届のあった会派及び教務調査費の交付を受け

る議員について､毎年度4月5日までに､別に定める様式により知事に通知しなければ

ならないD

2 議長は､年度の途中において､会派結成届､会派異動届若しくは会派解散届が提出さ

れたとき､又は議員の異動が生じたときは､別に定める様式により速やかに知事に提出し
なければならないO

(政務調査費の交付決定)

第7条 知事は､前条の規定による通知に係る会派及び議員について政務調査費の交付の

決定を行い､会派の代表者及び議長に通知しなければならないD

(政務調査費の交付)

第8条 知事は､前条の規定により交付の決定を行った会派及び議員に対し毎四半期の最

初の月の15日 (その日が県の休日 (島根県の休日を定める条例 (平成元年島根県条例

第9号)第1条に定める県の休日をいう｡)に当たるときは､その翌日)に当謬四半期

に属する月数分の政務調査費を交付するものとする｡ただし､1四半期の途中において

議員の任期が満了する場合には､任期満了の日の属する月までの月数分を交付するもの

とするD

2 ユ四半期の途中において､新たに会派が結成されたとき､又は祷欠王室孝により議員が

当選したとき (繰上檎売文は再選挙による場合を含むD)は､会派結成届が提出された

E3又は任期開始の日の属する月の翌月 (その日が月の初日の場合は､当月)分以降の政

務調査費を当該会派又は当該議員に対し交付するD

3 1四半期の途甲において､会派の所属議員数に異動が生じたとき当該会派に既に交付

した政務調査費については､その異動が生じた日の属する月の翌月 (その日が月の初日

の場合は､当月)分から調整するD

4 1四半期の途中において､会派が消滅したときは､当該会韓の代表者は､当該消成し

た目の属する月の翌月 (その日が月の初日の場合は､当月)分以降の政務調査費を速や

かに返還しなければならない｡

5 議員は､1四半期の途中に辞職､失職､死亡若しくは除名又は議会の解散により蔑見

でなくなったときは､議員でなくなった日の属する月の翌月 (その日が月の初E3の場合

は､当月)分以降の政務調査費を速やかに返還しなければならないD

(政務調査費の使途)

第9条 会派及び護負は､政務調査費を別に定める使途基準に従い使用しなければならな

いD

(収支報告書等)

第10条 会派の代表者及び議員は､政務調査費に係る収入及び支出の報告書 (以下 ｢収支

報告書｣というD)を､別に定める様式により年度終了日の翌日から起算して30日以

内に議長に提出しなければならない0

2 会派の代表者は､会派が消滅したときには､前項の規定にかかわらず､当該会派が消

滅した日の属する月までの収支報告書を､別に定める様式により消滅した日の翌日から

起算して30日以内に議長に提出しなければならないO

3 蔑見は任期満了､辞職､失職若しくは除名又は議会の解散により議員でなくなったと

きには､第1項の規定にかかわらず､議員でなくなったE3の展する月までの収支報告書

を､別に定める様式により議員でなくなった日の翌日から起算して30巨∃以内に議長に

提出しなければならないD



4 会所の代表者及び義貞は､前3項の規定により収支報告書を提出するときは､ユ件3

万円以上のすべての支出について､傍収喜その他の証拠書類 (以下 ｢領収憲等｣ とい

うD)の写しを添付 しなければならない0

5 前項の場合にいて､領収書等を取得することが因襲な落合には､別に定める様式によ

る支払証明書をもってこれに代えることができるD

(平19条例2･｢部改正)

(議長の調査)

第11条 議長は､政務調査費の適正な運用を期すため､前条の規定により収支報告憲が濃

出されたときは､必要に応 じ調査を行 うものとする｡

(政務調査費の返還)

第12条 会派又は議員は､その年度に交付を受けた政務調査費に残余が生じたときは､そ

の年度の収支報告憲の提出後速やかに当該残余額を知事に返還 しなければならないb

(収支報告書等の保存及び閲覧)

第13条 第 10条の規定により提出された収支報告喜､領収書等の写し及び支払証明書 (

以下 ｢収支報告書等｣とい うO)は､同条に規定する提出すべき期間の末 日の翌 E3から

起算 して5年を潅過する日まで議長が保存しなければならないO

2 次に掲げるものは､議長に対し､前項の規定により保有されている収支報告書等の閲

覧を請求することができる｡

(1) 県内に住所を有する者

(2) 県内に事務所又は事業所を有する個人及び法人その他の団体

(3) 県内に存する事務所又は事業所に勤務する者

(4) 県内に存する学校に在学する者

3 議長は､前項の規定による請求があったときは､収支報告書等に記載されている情報

のうち､島根県情報公開条例 (平成 12年島根県条例第52号)第7条の非公開情報を

除いたものを閲覧に供するものとするB

(平19条例 2･-部改正)

(委任)

第14条 この条例に定めるもののほか､政務調査費の交付に関し必要な事項は､語長が別

に定める｡

附 則

この条例は､平成 13年4月lE∃から施行する｡
附 則 (平成 14年条例第53号)

この条例は､公布のE3から施行する｡

附 則 (平成 19年条例第2号)

(施行期日)

1 この条例は､平成 19年 5月1日から施行する｡

(経過措置)

2 この条例による改正後の島根県政務調査費の交付に甫する条例の規定は､この条例の

施行の日 (以下 ｢施行 日｣という｡)以後に交付する政務調査費について適用 し､施行

日前に交付した政務調査費については､なお従前の例によるO



島根県政務調査費の交付に関する規程

平成13年 3月30E≡
島根県嵩会告示第2号

改正 平成15年 12月19日議会告示第6号

平成19年 4月 3日嵩全書示第3号

島根県政斉調査費の交付に関する規程を次のように定めるD

島根県政務調査費の交付に関する規程

(趣旨)
1条 この規程は､島根県政務調査費の交付に関する条例 (平成 13年島根県条例案第1条 この規程は､.
31号o以下 ｢条例｣ というD)に基づく政務調査費の交付に関し必要な事項を定める
ものとする｡

(会派結成届等)

第2条 条例第 5条に規定する会派結成眉､会派異動届及び会派解散届は､それぞれ別記
様式第 1号､別記様式第 2号及び別記様式第 3号によるものとするD
(会派及び議員の通知)

第3条 条例第 6条に規定する通知は､別記様式第 4号によるものとするO
(政務調査費の使途基準)

第4条 条例第9条の使途基準は､会派に係る政務調査費については別表第 1､議員に係
る政務調査費については別表第2のとおりとするO
(収支報告書等)

第5条 条例第 10条第 1項から第3項までに規定する収支報告書は､別記様式第 5号及
び第 6号によるものとするB
2 条例第 10粂第4項に規定する領収書等の写しは､別記様式第 7号により提出するもの
とする0
3 条例第 10条第 5項に規定する支払証明書は､別記様式第8号によるものとするO

(平 19議会告示3i-部改正)

(収支報告書等の写 しの送付)

第6条 議長は､条例第 10条の蔑定により提出された収支報告書､領収書等及び支払証
明書の写しを､別嘗己様式第9号により知事に送付するものとする｡

(平19憲会告示3･一部改正)

(証拠書類等の整理保管)

第7条 会派の政務調査費経理責任者及び議員は､政務調査費の支出について､会計帳簿
を調整 しその内訳を明確にするとともに､証拠書類等を整理保管し､これらの書類を当
該政務調査費の収支報告書を箆出すべき期間の末 日の翌E3から起算して5年を経過する
E3まで保管しなければならないO

(収支報告書等の閲覧)

第8条 条例第 13条第2項の規定による収支報告毒等の閲覧は､当該収支報告書を提出
すべき期間の末 日の翌 日から起算して60日を経過 した日の翌 日からすることができる｡
2 前項で規定する閲覧は､議会事務局長が指定する場所で､職員の勤務時間中にしなけ

ればならない｡

(平19養会告示3･--部改正)

附 則
この規程は､平成 13年4月1日から施行するO
附 則 (平成 15年議会告示第6号)

(施行期日)

1 この規程は､平成 16年 1月1日から施行するD
附 則 (平成 19年議会告示第3号)

(施行期 日)

1 この告示は､平成 19年 5月 1日から施行する｡



別表=第 1 (第4条関係)

会派に係る政務調査費の使途基準

項 目 ] 内 容

調 査 研 究 費 会派が行う島根県の事務及び地方行財政に関する調査研究並びに調査委

託に要する経費

研 修 費 会派が行う研修会､講演会の実施に必要な経費並びに他団体が開催する

研睦会､講演会等への所属議員及び会派の雇用する職員の参加に要すら

経壷

会 議 費 ∃会派における各種会議に要する経費

資 料 作 成 費 会派が議会審議に必要な資料を作成るために要する経費

資 料 購 入 費 会派が行う調査研究のために必要な国書 し資料等の購入に要する経費

広 報 費 t会派が行う議会括勤及び最後県政に関する政策等の広那 働 に要する経費

事 務 費 f会派が行 う調査研究に係る事務遂行に安手る経費

別表第 2 (第4条関係)

議員に係る政務調査費の使途基準

項 目 内 容

調 査 研 究 費 議員が行う島鼠県の事務及び地方行財政に関する調査研究並びに調査委

託に要する経費 ~

研 修 費 団体等が顔催する研修会､講演会等への議員及び議員の雇用する秘書等

の参加に要する経費

会 議 費 議員が行う地域住民の島根県政に関する要望､意見を吸収するための各

種会差違に要する経費

資 料 作 成 費 目蓋員が議会審議に必要な資料を作成するために要する経費

真言 有 言 盲 目差異が行う調査研究のために必要な図書 ､資料等の購入に要する経費

広 報 費 §議員が行う議会活動及び島根県政に関する政策等の広報活軌 こ要する経費

事 務 所 費 i諸員が行う調査研究活動のために必要な事務所の設置､管凱 要する経費

事 務 費 ぎ議員が行 う調査研究に係る事務遂行に要する経費



様式第 1号 (第2条関係)(平ユ5髭会告示6･追加)

島根県言菱会議長 様

会派 名

代表著名

年 月 日

会 派 結 成 届

島根県政務調査費の交付に関する条例第5粂第1項の規定により､下記のとおり届け出ますD

三二三■

1 会派の名称

2 代表者の氏名

3 政務調空費経理責任者の氏名

4 所属議員数

5 所属議員氏名 別紙名簿のとおり



横式第 2号 (第2粂関係)(平15麓会告示6･追加)

島根県琵会誌貴 様

会派 名

代表 署名

年 月 日

会 派 異 動 届

島根県政務調査費の交付に関する条例第5条第 1項の規定により､下記のとおり届け出ます.

看C

1 異動年月E3

2 異動内容

区 分 新 旧

会 派 の名称 ≧

≡代表者の氏名 ∃

重罪 芸 i
I

所 属議員 数

所属議員氏名 ii i



枝式第3号 (第2条関係) (平 15護会告示6･追加)

島枝県議会議長 様

会 派 名

代表著名

年 月 Ej

会 派 解 散 届

島根県政務調査費の交付に関する条例第5条第2項の規定により､下記のとおり届け出ますG

記

1 解散した会派の名称

2 解散した年月日



様式第4号 (第 3条関係)(平 15議会告示6･追刀ロ)

島 根 県 知 事 様

島根県護会議長

氏名

年 月 日

政務調査費の交付を受けようとする会派及び議員について

島根県政務調査費の交付に関する条例第6条の規定により､政務調査薫の交付を受けようと

する会派及び議員について下記のとおり通知しますO

記

(1) 会派について

別王統会派結成 (異動､解散)届のとおりO

(2) 議員について

別系氏書義員名簿のとおり｡



様式第 5号 (第 5条関係) (平 15憲会告示 6･追刀ロ)

年 度 政 務 調 査 費 収 支 報 告 書

島榎県議会議長 様

会 派 名

代表 著名

1 収 入

政務調査費 円

2 支 出

年 月 ヨ

項 目 支 出 額 備 考

調 査 研 究 費 i

研 修 費

会 議 費 ≡ I≡

資 料 作 成 費

資 料 購 入 費

広 報 費

事 務 費 巨

人 件 費

合 計 】

3 残 余 (政務調査費返還額)

注)備考筒には､主たる支出の内訳を記載する｡



様式第 6号 (第 5条関係)(平15議会告示 6･追刀ロ)

島根県議会議長 様

年 度 政 務 調 査 費 収 支 報 告 書

島根県議会議員

氏名

1 収 入

政務調査費 円

2 支 出

年 月 日

項 目 支 出 額 備 考

調 査 研 究 費 iド

研 修 費 ≧

会 議 費

資 料 作 成 費

資 料 購 入 費 i

広 報 費

事 務 所 費 ら

事 務 費

人 件 費

合 計 w T

3 葉菜 余 (政務調査費返還額)

注)備考欄には､主たる支出の内訳を記載するO



様式第7号 (第5条関係) (平19議会告示3･追加)

領 収 書 等 添 付 票

注) 接分又は経費分割により支出を行った場合は､｢領収書等の写し添付欄｣余 白に

按分率又は経費分割内訳額を記載すること｡



様式第8号(第5条鍔係) (平19意会昔示3･追加)

支 払 証 明 書

使途基準の l政務調査費 支 払 先 i調査年月 E3

項 目 及び使 途 ≡ の支 出 額 支霊 鳥 慧 地 籍

】 年 月 日

年 月 日

( 年 月 E3)

i i

きiiラ i∋ ∃i≡;

上記のとおり相違ないことを証明します｡

提出者 ◎

(会派にあっては会派名＼経理責任者名 )
議員あっては護員名

注)1 按分又は経費分割により支出を行った場合は､｢摘要欄｣に､全体額及び按分率文は

経費分割内訳額を記載することO

2.領収書等を取得することが因襲である理由を｢掃要禰｣に簡潔に記載することO



様式第 9号 (第 6条関係) (平15喜会告示6･追刀ロ､平19
憲会告示 3･旧7号堤式の森下)

年 月 日

島 根 県 知 事 様

島根県嵩会議長

氏名

政務調査 費収支報告書 (写) の送付 について

回

島根県政務調査費の交付に関する規程第 6条の規定により､
年度政務調査費収

支報告書､領収書等添付巽及び支払証明憲の写しを別添の
とおり送付 しますO



島根県政務調査費に係る収支報告書等の閲覧要綱

(制定 平成13年4月 IE3)

改正 平成19年 月 日

(趣旨)

1 この要綱は､島根県政務調査費の交付に関する規程 (平成 13年島根県議会告示第2

号D以下 ｢規程｣という｡)第8条に定める､収支報告書等の閲覧に関し必要な事項を

定めるものとするO

(閲覧場所)

2 規程第8条第2項に競定する局長が指定する場所は､県読会議事堂1階の閲覧室とす

るD

(閲覧時間)

3 閲覧時間は､島根県の休日を定める条例 (平成元年島根県条例第9号)第1粂第 1項

に規定する県の休日を除き､午前9時から正午まで及び午後 1時から午後5時までとす

るoただし､局長は､帝に必要があると認めるときは臨時に閲覧業務の全部又は-部を

休止することができる｡

(閲覧手続)

4 規程第8条第1項に基づき閲覧を行うものは､別に定める請求書を､議会事務局総務

課まで提出しなければならないO

(複写の蒙止)

5 収支報告書等を謄写する場合は､筆記によりこれを行うものとし､複写機､写真機な

どを使用した複写をしてはならないo

(遵守事項)

6 閲覧者は､次に掲げる事項を遵守しなければならない｡

(1)開発者は､複写機若しくは写真機等､危険物等又は他の閲覧者の迷惑になるものを

持ち込まないことO

(2)閲覧室では､音読､談話､飲食､喫煙その他､他の閲覧者の迷者になる行為をしな

いことo

(3)係員の指示に従うことO

(閲覧の中止又は禁止)

7 局長は､閲覧者が5又は6の規定に違反する場合は､その閲覧を中止させ又は閲覧を

禁止することができるO

附 則

(施行期日)

この要綱は､平成 13年4月1巨ヨから施行するO

附 則

(施行期日) (平成 19年 月 日-部改正)

この要綱は､平成 19年5月1巨∃から施行する｡



島 根 県 情 報 公 開 条 例 (抜粋)

平成12年12月26日

島根県条例第 52号

改正 平成13年 7月23E3条例第33号

平成15年 3月11日条例第 5号

平成16年12月24E3条例第71号

平成17年 3月25日条例第 2号

(公文書の公開義務)

第7条 実施期間は､公開請求があったときは､公開請求に係る公文書に次の各号に掲げ

る情報 (以下 ｢非公開情報｣という｡)のいずれかが記録されている場合を除き､公開

請求者に対し､当該公文書を公開しなければならないO

(1) 法令若しくは条例 (以下 T政令等｣というo)の規程により､又は汝葎若しくは

これに基づく政令の規定による指示 (地方 自治法 (昭和 22年法律第67号)

第245条第 1号へに規定する指示その他これに簸する行為をいうD)により公開

することができない情報

(2) 個人に関する情報 (事業を営む個人の当該事業に関する情報を除く｡)であって､

特定の個人が識別され､若しくは識別され得るもの又は特定の個人を識別すること

はできないが公開することによりなお特定の個人の権利利益を害するおそれがある

もの｡ただし､次に掲げる情報を除くD

ア 政令等の規定により又は慣行として公にされ､又は公にすることが予定されて

いる情報

イ 人の生命､健康､生活又は財産を保護するため､公開することが必要であると

静められる情報

ウ 当該個人が公務員等 (国家公務員法 (昭和 22年法律第 120号)第2粂第 1

項に規定する国家公務員 (独立行政法人通則法 (平成 11年法律第103号)第

2条第 2項に規定する特定独立行政娃人及び日本郵政公社の役員及び職員を

除くO)､独立行政故人等 (独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律

(平成 13年法律第 140号)第2粂第 1項に規定する独立行政法人等をい うD

以下同じ｡)の役員及び職員､地方公務員駐 (昭和25年法律第261号)第 2

条に規定する地方公務員並びに地方独立行政泣入 (地方独立行政法人陰 (平成

15年駐韓第 118号)第2条第 1項に規定する地方独立行政法人をいう｡以下

同じD)の役員及び職員をいうO)である場合において､当該情報がその職務の



遂行に係る情報であるときは､当課情報のうち､当該公務員等の職､氏名及び当

該職務遂行の内容に係る部分 (当該公務員等の氏名に係る部分を公開することに

より当該公務員等の権利利益を不当に害するおそれがある場合及び当該公務員等

が規則で定める職にある堤合にあっては､当該公務員等の氏名に係る部分を除

く｡)

(3) 法人その他の団体 (国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政浜人を

除くo以下 ｢故人等｣というD)に関する情報又は事業を営む個人の当露事業に関

する情報であって､公開することにより､当該法人等又は個人の権利､競争上の地

位その他正当な利益を害すると認められるものOただし､事業汚動によって生じ､

又は生ずるおそれのある支障から人の生命､健康､生活又は財産を保護するため､

公開することが必要であると欝められる情報を除くO

(4) 公開することにより､犯罪の予防､鎮圧又は捜査､公訴の維持､刑の執行その他

の公共の安全と秩序の維持に支障を及ぼすおそれがあると実施機関が認めることに

つき相当の≡理由がある情報

(5) 県の磯関､国､独立行政法人等､他の地方公共団体又は地方独立行政故人 (以

下 ｢県等｣という｡)の内部又は相互間における審議､検討又は協議等に関する情

報であって､公開することにより､率直な意見の交換若しくは意志決定の甲立性が

不当に損なわれるおそれ､県民等の問に不当に混乱を生じさせるおそれ又は特定の

ものに不当に利益を与え若しくは不利益を及ぼすおそれがあると認められるもの

(6) 県等が行 う事務又は事業に関する情報であって､公開することにより､次に掲げ

るおそれその他当該事務又は事業の性質上､当該事務又は事業の適正な遂行に著し

い支障が生ずるおそれがあると認められるもの

ア 捜査､検査､取締 り又は試験に係る事務に関し､正確な事実の把淀を困難にす

るおそれ又は違法若 しくは不当な行為を容易にし､若しくはその発見を困難にす

るおそれ

イ 契約､交渉又は争訟に係る事務に関し､県等の財産上の利益又は当事者として

の地位を書するおそれ

ウ 調査研究に係る事務に関し､その公正かつ能率的な遂行を阻害するおそれ

エ 人事管理に係る事務に関し､公正かつ円滑な人事の確保に支障を及ぼすおそれ

オ 県､国若しくは他の地方公共団体が審営する企業又は独立行政故人等若 しくは

地方独立行政法人に係る事業に関し､その企業経営上の正当な利益を書するおそ

れ



Ⅲ 島根県政務調査費の交付に関する条例及び規程の概要

(1)条例の趣旨 (条例第 1条)

この条例は地方自治法案 ユ00条第 13項及びユ4項の規定により､議員の調査研

究に資するため必要な経費の-部として､会派及び蔑見に政務調査費を交付すること

に関し､交付並びに収入及び支出に関し必要な事項を定めているD

(2)交付対象 (条例第2条)

会派及び議員の職にある者

(3)政務調査費の額 (条例第 3条及び第4条)

① 会派に対するもの (所属蔑見が1人の場合を含む)

･月額3万円に月の初 日の会派所属議員数を乗じて得た額を交付｡

･月の中途で所属蔑員数の変更､会派の合併､会派の解散があった場合の

その月の政務調査費は､これらの事由が生じなかったものと見なす｡

② 議員に対するもの

･月額27万円とし､月の初E3に在職する議員に交付

･月の甲途で語長辞職等の事由で議員でなくなった場合のその月の政務調

査費は､これらの事由が生じなかったものと見なす｡

(4)会派の届出 (条例第5条)

会派は､代表者及び経理責任書を会派結成届 (規程様式第1号)を議長に提出しな

ければならないOまた届けの内容に異動があったときは会派異動届 (規程様式第2号)

を､会所が解散したときは会派解散届 (規程様式第3号)を語長に提出しなければな

らないD

(5)会派等の通知及び交付決定 (条例第6条及び第7条)

① 議長は毎年度4月5日までに､会派及び政務調査費の交付を受ける議員について

知事に通知 (規程様式第4号)しなければならないOまた､年度途中で会派結成

届､会派異動届､会派解散届が提出された堤合も同じO

② 知事は､前記の通知に係る会派及び議員について､政務調査費の交付決定を行い､



会派及び議長に通知しなければならない｡

(6) 政務調査費の交付 (条例第8条)

① 毎四半期の最初の月の15E∃(15日が休日の場合は翌日)に､四半期分を交付

するOただし､ 1四半期の途中で任期満了の場合は､任期満了の月分までをD

② 1匹!半期の途中で､新たに会派結成又は稀選等で新たに当選し､届が提出された

ときは､その翌月分から交付する｡(ただし､覆出が月の初日の場合は当月分から)

③ 1四半期の途中で､ 山会派の所属議員数に異動が生じたときは､異動が生じたE3の

翌月分から調整するO(異動が生じた日が月の初日の場合は当月分から)

くさ 1四半期の途中で､会派が消滅したときは､消滅した日の翌月分以降 (その日が

月の初日の場合は当月分以降)の政務調査費を返還O

⑤ 1匹】半期の途中で議員でなくなったとき (辞職等)は､議員でなくなった月の翌

月分以降 (その日が月の初 日の場合は当月分以降)の政務調査費を返還O

(7)政務調査費の使途 (条例第9条､規程第4条)

会派及び議員は､規程別表第 1又は第 2に定める使途基準に従い使用しなければな

らないO

(8)収支報告書等 (条例第10条､規程第5条及び第6粂)

① 会派及び蔑見は､年度終了後の翌日から起算して30日以内に収支報告書 (規程

様式第5号又は第6号)を議長に提出O

② 会派が消滅したとき又は議員でなくなったときは､その日から起算した30巨∃以

内に収支報告書を議長に提出O

(訂 1件 3万円以上の支出については､収支報告書に領収書等の写しを添付 (添付粟

様式は規程様式第7号)しなければならない｡

(19年 2月条例一部改正､19年 5月以降交付分から施行)

(訂 領収書の取得が困策な場合は､支払証明書 (規程様式第 8号)をもって､領収書

の写しに代えることができる｡

(19年 2月条例-部改正､19年 5月以降交付分から施行)

⑤ 語長は提出された収支報告書､領収書の写し又は支払証明書の写しを知事に送付

(規程様式第 9号)O

(19年 3月規程-部改正､領収書等の写しは 19庄5月以降交付分から施行)



(9)議長の調査 (条例第11条)

嵩長は政務調査費の適正な運用を期すため､収支報告書が提出されたときは､必要

に応じ調査を行 うこととなっているb

(10)罵余の軽の返還 〔条例第 12条)

その年度に交付を受けた政務調査費に残余が生じたときは､収支報告書の提出後速

やかに残余額を返還しなければならない,

(11)収支報告書等の保存及び閲覧 (条例第13条ー規程第8条)

① 語長に提出された収支報告書は､5年を経過する日まで蔑長は保管しなければな

らないD

② 次の者は議長に収支報告書等の閲覧を講演することができるO

･ 県内に住所を有する者

･ 県内に事務所又は事業所を有す る個人及び汝人その他の団体

･ 県内に存する事務所又は事業所に勤務する者

･ 県内に存する学茂に在学する者

③ 閲覧は､収支報告憲の提出期限の翌日から起算して60日を経過した日の翌日か

らすることができるo

(19年 3月規程-部改正､30日を60日に)

(12)証拠書浩等の整理保管 (規程第7条)

会派の経理責任者及び意見は､会計帳簿を作成､証拠書類等を整理保管し､これら

の書賓を収支報告書裸出期限の翌E3から5年を経過する日まで保管しなければならな

い｡

(13)委任 (条例第14条)

条例に定めるもののほか､必要な事項は議長が別に定めることとなっているO



Ⅳ 政務調査費制度の経緯 と本県護会の対応の経緯

1 改案調査費の経緯と法制化について

(1)昭和22年地方自治法制定時 (法第203条)

地方公共団体の議員に対しては､報酬を支給し､費用弁償を行う旨規定していた

が､通信費､交通費､調査研究費等の支給については規定がなかったDこのため､

全国の自治体の中には通信費､調査研究費､退職金などを支給していたところもあ

るなど地方公共団体毎にまちまちであったO

(2)昭和31年地方自治法改正 (法第204条の2の追加)

この状況を改正するため､法第204条の2が追加 され､｢地方公共団体は､いか

なる給与その他の給付も法律又はこれに基づく条例に基かずには､議会の議員に支

給することができない｣と規定された｡

これにより､議員個人に対して､定額の調査研究旅費等を支給することができな

くなった｡

(3)祷助金の支出 (法第23′2条の2による補助金)

そこで､各地方公共団体は法第232条の2の規定を根拠として､護会の各会派

に対して会派の調査など活動の費用の-部を補助する目的で攻寄調査費 (県政調査

交付金等名称はいろいろ)を支出するようになったO

(4)政務調査費の法制化 (法第100条第13項､第14項の追加)

地方分権-括法の成立 (11年7月)により､地方蕎会の責任は-層大きくなり､

住民の負託に応えその役割を十分に果たしていくためには､議員の活動基盤の強化

が必要不可欠となった｡

全国都道府県護会読長会ではかねてから､議員に対し条例で調査活動費を支給で

きるよう法改正の要望が行われていたが､これを機会に活発な取組が行われたO

そして､平成 12年の地方自治法の改正で法第 100条に第13項 (当時の12

項)及び第14項 (当時の13項)が追加され､政務調査費の法制化がなされたO

このため､地方公共汚体は法第232条の2の規定によらずして､法第 100粂第

13項の規定の基づき条例の定めるところにより､藩会の会派又は蔑見に対して政

務調査費を交付することができることとなった｡



2 全国議長会による橿拳条例 (例)の作成

この法改正により平成13年4月1日以降政務調査費を交付する場合は､交付の

対象､額､交付の方法を条例で定めることが必要となったDしかし､分権時代とな

り国が地方に条例準則を示すことは地方分権に反することとなるとの考え方から､

国は条例準則を出さなかったD

そこで､全国蓑長会 (都道府県､市､町村の全国議長会)は地方団体の条例等の

策定作業が円滑に行われるよう､指針となる条例 (例)を地方団体に提示すること

となり､平成 13年 11月10日 ｢政務調査費の交付条例 (例)及び ｢政策調査費

の交付規定 (例)｣が決定されたD

3 本県における条例等の検討と制定

本県では議会内において政務調査費の額や条例などを検討するため､全国議長会

において標準条例の検討が進められるのと平行して､平成 12年7月藷長の下に7

人の議員を委員とする ｢政務調査費条例に関する懇話会｣を鹿 けたO

同籍等会では政務調査費の額や条例案等の検討が行われ､同年12月検討漬菜が

議長に報告された｡

検討結果

① 政務調査費の額 蔑鼻27万円/1人1月

会派 3万円/所属議員 1人 1月

② 条例､規定 全国議長会が示した例に準じ作成

そして､翌 13年2月定例会において懇話会委員7名により条例案が提案され､総

務委員会の審査を経て同年 3月 13日可決､同年4月 1日施行したD

また､条例に基づく規程についても3月30日付けで定め､4月 1日施行した0

4 条例､規程の改正

平成 13年度から条例に基づき政務調査費が交付され､議員の調査研究のために大

いに役立ってきたが､-方では使途の透明化が求められ､18年8月には監査委員か

ら議長に対して､使途基準の具体化や収支報告憲に証拠書額等の添付の義務付けに

ついて関係規定を改訂するようにとの要望書が提出されたD

県議会でほ監査委員の要望を受け､政務調査費の一層の透明化を確保するため使

途基準等の検討を進めることとし､平成 18年 9月議長の下に7人の譲員を委員とす

る ｢政務調査費に関する懇話会｣を設けたo

懇話会では､政務調空費の使途差渡の具体化､按分の考え方､経費の分割､慣収



書の添付等について検討が進められ､同年 12月検討結果が議長に報告されたO

検討結果 (主要一事項)

① 収支報告書に1件 3万円以上の支出について領収書等の証拠書類

を義務づける条例改正をすること,

② 条例改正審議は19年2月定例会とし､施行時期は平成 19年5月

1[∃が望ましいことO

(丑 使途基準の具体化､鞍分､経費の分割等

そして､領収書等の添付義務づけについては検討落果のとおりの内容で､19年

2月定例会初日において､全語長による提案で条例改正案が可決され､同年 5月1

日から施行することとなったD

また､規程についても19年 3月一部改正を行い､同年5月 lE∃施行することと

したO

さらに､｢政務調査費に関する懇話会｣から報告のあった､使途基準の具体化､按

分等について整理した ｢政務調査費の手引き｣を作成した｡

.i.,ミ




